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中小企業の環境変化とその是正
―ことに大企業の中小企業分野への進出をめぐって—
? ?
充
はしがき
周知のように， ドルショック（ニクソンショック）にはじまり，石油，資源問
題，スタグフレーション，構造的不況，内需不振，大幅の国際収支黒字，そし
て円高の急速化と，現在，わが国を取り巻く内外環境の変化は全く厳しいもの
である。
世界経済の変貌は著しく，日本経済，そして，その活動単位としての企業に
対して， あらゆる面で多大の影響を与えて，問題を生ぜしめてきている。一
方，内にあっては，わが国経済の発展過程において，産業構造の量的拡大から
質的充実への移向・転換という，いわゆる産業構造の高度化が要請されてきて
いる。
このように外・内両側面における環境変化が急速に進行する過程で，わが国
国民経済において重要な地位・役割を担っている中小企業のあり方も見直さな
ければならなくなってきている。
ことに，中小企業と対置されるところのいわゆる大企業側が環境変化への対
応を積極的におし進めてきている今日，中小企業の受けている影響は極めて重
大である。つまり，大企業の行動をも含めて，中小企業を取り巻く環境変化に
よって，中小企業の地位，存続の状態もまた変化せざるをえなくなってきてい
るのである。
そこで本稿においては，とくに大企業との関連において，わが国の中小企業
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を取り巻く環境変化について，いわばその内的側面に視点をあわせ，現状，及
び問題点，そして，これらに対していかなる公共施策がなされているかという
こと等を若干概観してみることにする。そして，それらを通じて，今後，望ま
しい姿としての中小企業，中小企業存続• 発展の基本的条件等を，経営・需給
・労働・業界・対大企業関係等について若干考察してみることにする。
1 中小企業と環境
1)中小企業の経済性と存立条件―とくに日本的特質ー一
中小企業が企業である限り，その究極目標が利潤追求にあるということは今
更いうまでもないであろう。そして，この利潤追求は，中小企業のもつ真の意
味での経済性によって達成されるべきものである。ここに，その経済性につい
ての要因を挙げてみると，それらは，生産技術・経営方法・労働カ・資本及び
金融・市場等である。これらの諸要因が合理的かつ適正に発揮されうるところ
において，真の意味での中小企業の経済性が存立しうるのである。
しかしながら，現実はそうではない。ことに日本においては，むしろ非合理
的かつ劣悪条件の下に中小企業は生成，存続させられてきたともいえよう。こ
のことは，既に一般的に指摘されているように，日本資本主義の後進性と特殊
性によるものであり，中小企業の存立条件もまた，劣悪で遅れた生産技術と経
営方法，豊富で低廉な労働力，資本及び金融調達上の困難や不利，狭陰な市場
等々を基盤として成り立ってきたのである。
ところが，日本経済は第 2次世界大戦後の壊滅，混乱期及び復興期を経て，
いわゆる 1960年代の高度成長期を迎えて，産業構造も量的乃至規模的には拡
大，高度化の時代へと入っていったのである。そして70年代にいたって，いわ
ゆるスタグフレーション，構造的不況，及び経済の国際化等における深化乃至
進展が一層見られるようになったのである。
そこで次にこのような中小企業を取り巻く環境変化についていこう。
2)環境変化と中小企業
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A 産業構造の高度化と中小企業
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まず，内外の環境変化が中小企業に与える影響について，これを簡単にチャ
ート化しておこう（第1表）。
そもそも，わが国における産業構造の高度化は，産業構造の大型化，つまり
規模乃至量的拡大を目指して行われてきた。すなわち，それは重化学工業及び
軽工業の両部門を通じて進展していった。ことに技術革新を伴って，石油化学
・合成繊維・自動車・家庭電化製品等，新産業・機械・耐久消費財が急速に生
成発展していったのである。
かくて，大企業は集中・集積によって，規模的拡大をおし進め，これらの企
資本 先進国
第1表社会・経済環境の変化と中小企業
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業を中核とするところの周辺的中小企業もまた関連企業として，規模的拡大を
追随的に行っていったのである。
このようにして，経済成長の飛躍的発展は， GNP, 国民所得の増大，従っ
て，需要の増大をも結果せしめた。そして，需要の増大はまた生産の増大とい
うように循環していったのである。
同様に，国民所得の増大→需要の増大は，軽工業，ことに生活関連・消費財
部門にも当然のことながら浸透していったのである。
ここに注目しなければならないことは，この部門・分野においては，従来か
ら，中小企業がいわば独自の活動分野として存続してきているものが多いとい
うことである。そこで，先述のように高度成長期を通じての産業構造の量的拡
大ということは，中小企業に対しても，その規模的拡大を要請することにもな
る。そしてまたこのことは，規模的にみて大なる企業，すなわち大企業が参
入・進出可能な分野であるということをも意味するのである。もとより，技術
革新によって，新しい産業の生成•発展や，国民所得の増大を伴っての需要の
増大は，新しいクイプの中小企業や，高級品生産にたずさわる中小企業の生
成•発展をも促してきた。しかしながら全体としてみる時，中小企業の地位の
変化は，シビアーであるといわねばならない。ことに高度成長期から現在の構
造不況期にかけて，中小企業の地位の変化は一層厳しくなってきている。しか
もそれは大企業との関連において著しく表面化しているのである。
そこで，次にこれらの問題について，中小企業の存立条件の変化からみてい
こう。
B 中小企業存立条件の変化
周知のように，産業構造の変化に伴って従来からの中小企業の存立条件乃至
要因そのものも変化せざるをえなくなってきた。換言すれば，中小企業存立条
件の構造的変動ということである。ここにその変動的要因をみると， (1)技術革
新， (2)需要構造， (3)労働力， (4)国際化の進展等である。すなわち， (1)技術革新
の進行，一般的普及を伴っての新しい原材料や代替品の出現，作業の機械化の
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可能性，従って，規格・標準品の多量生産化可能， (2)高度成長に伴う生活水準
の高度化，及び生活様式の変化による需要変化， (3)生産方法及び生産手段にお
ける労働力不足現象に伴う労働集約的依存型及び低賃金構造の崩壊，ことに，
高度成長型大企業に対する新規若年労働力の集中化傾向からの影響， (4)国際化
の進展に伴う外国製品の進出，普及，ことに，開発途上国が低賃金かつ豊富な
労働力でもって，かつての日本の中小企業の特徴，メリットそのものをメリッ
トとして急速に追い上げてきたということ等である。
もっともこれらの諸要因はまた， たとえば， (1)技術革新は， 中小企業にお
ける生産技術の機械化や，近代化，合理化等を促進する。 (2)需要構造の変化に
ついては，生活水準の高度化が，高級品への需要増大という形で中小企業を刺
激する。また， (3)国際化の進展により，原材料の入手が容易になるということ
等も事実である。さらにそのほか，運輸機関の発達や，いわゆる流通革新の進
行は，運賃コストや，生産者と消費者との結びつきを容易ならしめるというこ
とも事実である。しかしながらいずれにせよ，中小企業のうち，産業構造の構
造的変化，あるいは，中小企業を取り巻いているところの環境変化に適切に対
応でき，またこれらに積極的に対処しうるもののみが，存続• 発展の可能性を
有するという究極の結論にiま変わりないであろう。
なお以上のような問題は，ことに中小企業の中でもいわゆる伝統的な産地企
業において，一層表面化しているということを強調しておこう 1)。
3)大企業支配体制の強化と中小企業の地位の変化
われわれは以上において，高度成長は産業構造の量的拡大化ー産業再編成，
従って，それはとりもなおさず企業規模の拡大化を促してきたということを極
く簡単にみてきた。また規模的拡大化は， ことに大企業において積極的であ
り，その波及的効果乃至要請として中小企業の側の規模的拡大化を促してきた
ということをも理解した。
1)拙稿「地域産業と中小企業ー産地企業の問題点」， 藤田敬三•竹内正己編「中小企業
論（新版）』有斐閣， 1968年， 155-156ページ参照。
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（注） 1. 卸売業，小売業の43年以降については，日本標準産業分類の改訂により，そ
れ以前の数字との正確な継続性は失われている。
2. 卸売業，小売業の商店数の49年については速報値である。
3. サービス業については，年間販売額等の統計は作成されていない。
資料：中小企業庁編『昭和52年版中小企業白書』， 1977年5月， 110ページの第2-3-1図。
原資料は通商産業省「工業統計表」，「商業統計表」，総理府統計局「事業所統計」。
これを要するに，高度成長期を通じて，大企業体制は利潤極大を目的として
強化し， わが国経済， 産業構造の中でその支配的地位を高めていったのであ
る。そして続く減速期にいたって，大企業体制は利潤低下の防衛目的のために
もその支配的地位を一層強化しようとしているのである。
これを換言すれば，中小企業の地位，従って， その存立形態の変化， ことに
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悪化の傾向が強まってきたということである。
一般的にみて，大企業との関連における中小企業の存立形態が窮乏的である
ということは，既に松原藤由教授によって簡潔に指摘されているので，ここに
それを引用して強調しておこう（第2表）。
さて，産業再編成ー一規模的拡大-大企業支配体制の強化は，どのように
して中小企業の側に圧迫を加えてきているかということを，最近の実態等に依
拠してみていこう。
A 大企業を中核とする関連部門—下請中小企業の地位の変化ー一
そもそも，大企業と中小企業との関連をみる時，その第 1のものは相互依存
・補完関係である。これは今更いうまでもなく，企業間相互における社会的分
業システムであるが，現実には下請 (Sub-Contract)という形でもって中小企
業にシワ寄せを強いているのである。その本質は価値の不等価交換である。
以下において，最近の下請中小企業の地位の変化を， 『昭和52年版中小企業
白書』によってみておこう。
まず， 『中小企業白書』は最近の下請中小企業が担っている役割を以下のよ
うに述べている。
「高度成長経済を通じての産業構造の高度化は， 企業間相互の社会的分業システムの
拡大深化を促進し，下請中小企業の存立基盤は拡がりをみせた。現在，中小製造業のう
ち，下請取引に関係している企業の割合は約6割である。とりわけ電気機械，輸送機械
をはじめとする組立産業で下請企業の比率が高く， 70%から80%もの中小企業が下請的
な取引を行っている。繊維，衣服製造業にあっても，流通業者あるいはメーカーの下請
として 70%台の下請関係がみられるほか，近年の流通構造の変化の中で， 食料品や家
具・装備品等の分野でも下請分業関係が拡がってきている。
このように下請企業は，我が国の重要な産業分野に多数存在し，それが供給する部品
や付属品等の良否は，産業の国際競争力をも左右するという意味で，その役割には極め
て大きいものがある。」2)
しかしながら一方，これら下請中小企業のもつ一般的問題点も指摘されてい
る。
2)中小企業庁編『昭和52年版中小企業白書」 1977年5月， 207ペー ジ。
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第2表 中小エ（企）業の窮乏的存立形態
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資料：松原藤由著『全訂版工業経済学の基本問題」法律文化社， 1974年4月， 234ペー ジ。
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「下請企業は一般に規格， デザイン等の指定を伴う製造， 加工や修理の発注を受けて
事業活動を営んでいるため，市販品を製造している一般の中小企業と異なり，その発注
を行う親企業の動向に強く左右されるという基本的な特徴を持っている。このため，独
自の技術等を持たないことから単に親企業の指示する製造，加工等を行っている下請企
業は，取引条件等の面で不利を蒙ることになりやすい。」3)
かくて，高度成長期における主要な問題は，とくに自動車産業においてみら
れているように，価格競争，従って，コスト引下げ→下請中小企業へのシワ寄
せとなってあらわれる。また独占的大企業＝親会社を頂点として，下請中小企
業＝子会社の選別，下請再編成・系列化の強化が激しくなる。大企業の要請，
シワ寄せに追随できない下請中小企業は没落せざるをえなくなるのである。
次に，経済成長が減速期・景気後退期に入ると，大企業は彼らにとっての合
理化を一層進めることになる。すなわち，大企業は従来下請中小企業に委託し
ていた部門・エ程を内製化するか，下請中小企業に対して一層苛酷な条件を課
したり，あるいは下請制そのものを浮動化せしめるのである。下請中小企業の
置かれている地位は全く不安定である。
B 大企業の進出と中小企業存立分野の変化
大企業と中小企業との関係の第2のものは相剋・競合関係である。
これには2つの方向がある。すなわち，その 1は，両者が併存している分野
においてであり，その 2は，中小企業の側にとって，いわば独自の存立分野に
おいてである。既に強調して指摘したように（第2表），前者の分野においては
大企業が優位に立ち，これに対抗しえない中小企業は敗退し，整理淘汰されて
いくか，大企業の支配下に編入されていくのである。また，後者の分野におい
ては，大企業が直接に新規参入者として進出してきたり，あるいは，既存の中
小企業をその支配下に編入していくという方法を取る。いずれにせよ，競争の
結果は前者の場合と同じである。今や中小企業は，いわば独自の存立分野にお
いてさえ安定していないということである，，いや，存立分野そのものがダイナ
3)同上， 207-208ページ。
354 闊西大學『継清論集』第28巻第1・2・3・4号
第3表成長過程における中小企
事業所数 従業者数(A)
¥s年=100 （千人） ¥s年=100
A 中小企業分野(59業種） 中小企業 38(9 1,438 
9.8) 
131. 2 (389,71.9) 3 125.9 
大企業 731 120.6 416 125.8 
(0. 2) (10.1) 
B 中小企業分野（大企業 中小企業 13(79 ,214 119.5 (27,0.26) 1 127.8 
進出分野）(35) 9. 3) 
大企業 嘉 189.1 584 183.2 (22.4) 
C 中小企業から大企業へ 中小企業 (698,9. 359 ) 153.4 132 138.0 
移行した分野(5) (54.3) 
大企業 107 191.1 111 285.5 
(1. 5) (45. 7) 
D 大企業から中小企業へ 中小企業 2(39 ,178 130.7 288 117.3 
移行した分野(6) . 6)
大企業 103 24.8 71 22.0 
(0.4) (19. 7) 
E 大企業分野（中小企業 中小企業 27,061 149.8 (461. 64.6 ) 157.3 
進出分野）(20) (96.8) 
大企業 906 141.8 (589. 46) 1 127.6 (3.2) 
F 大企業分野(17) 中小企業 2(925,5.513 ) 94.6 564 109.2 (29.4) 
大企業 1(4 ,167 126.0 (710,3.56) 5 137.4 . 9)
A 口 計 中小企業 59(89,38.3 ) 127.4 7,384 127.1 
(142業種） (68.0) 
大企業 3(0,9.57) 0 125.9 (32,4.708 ) 127.3 
（備考） 1. 通産省「工業統計表」により作成。
2. 中小企業は従業者数300人未満，大企業は300人以上。
3. 業種は「工業統計表」 3ケタ分類による142業種である。
4. Aは中小企業出荷額が90%以上の業種，または50彩以上で35年度以降中小
そのシエアが下降している業種， Cは35年度に50彩以上の業種が43年度には
満に低下したもの， Eは大企業出荷額が50彩以上で35年度以降低下している
5. ( )内はシエア，ただし生産性のそれは大企業=100とした拡差を示す。
資料：経済企画庁編『昭和46年版経済白書』 1971年8月， 250-251ページの付表10(第
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主
?
業 種
2,900 
(59.9) 
4,844 
3,491 
(50.9) 
6,852 
2,651 
(27. 5) 
7,001 
(72.5) 
1,987 
(15.9) 
10,539 
(84.1) 
タイヤチ
第一次製
通信同関
企業の出荷額のシエアが上昇している業種， Bは中小企業出荷額が50彩以上で35年度以降
50彩未満に低下したもの， Dは35年度に大企業出荷額が50彩以上の業種が43年度に50形末
業種，Fは90彩以上の業種，または50彩以上で35年度以降そのシエアが上昇している業種。
120表）。
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ミックに変動しているということである。
そこでまず，最近における中小企業の存立分野の変動をみると，第3表のと
おりである。この表から，高度成長過程においては，中小企業から大企業分野
へ進出したものよりも，大企業の側から中小企業分野へ進出したものの方が多
ぃ，換言すれば，中小企業分野が縮小しているということが判るであろう。
中小企業分野，中小企業シェア縮小の原因については既に， 「中小企業存立
条件の変化」の箇所においてみてきたとおりである。もちろん，中小企業の中
からも規模的に大きくなり，いわゆる中小企業から中堅企業，そして大企業へ
と上昇移動したものもあったことは否めない。しかしながら大勢として，大企
業の中小企業分野へ，あるいは中小企業と大企業との共存分野への進出が著し
いということは，やはり注目せねばならないであろう。
このように大企業の進出に伴って，かつての中小企業にとっていわば独自の
存立分野において，中小企業の地位がどのように変化してきたか。
中小企業の地位，あるいは中小企業性業種の変遷等，最近の動向を『中小企
業白書』にもとづいてみておこう。
「製造業においては，大企業性業種（大企業の出荷額シェアが70彩以上の業種），共存
業種（大企業性業種，中小企業性業種に格付けされない業種），中小企業性業種（中小企
業の出荷額シェアが70%以上の業種）に分けて，その変遷をみると，高度成長期 (1960
~1970)における10年間には，経済成長や産業構造の変化の中で370業種中70業種に格
付けの移行があり，大企業のシェアが増大した業種が，中小企業のシェア増大業種を上
回った。
しかし， 1970年から1974年の動きをみると，業種の格付けの移行が80業種でみられ，
全体の15.0彩に及ぶとともに， 1970年以前とは逆に中小企業のシェアが増大した業種が
多くみられた。共存業種から中小企業性業種への移行が35業種で最も多く，大企業性業
種から共存業種へ移行したものがこれに次いでいる (24業種）。大企業性業種から中小
企業性業種へ移行したものは1業種である。」4)
さらに，「中小企業白書』は以下のように強調して指摘している。
「中小企業性業種から共存業種へ移行（中小企業の出荷額シェアが低下）した業種は，
① 1970年から1974年までに存続した中小企業の出荷額シェアが， 41.9彩から34.7彩に減
4)同上， 112-113ペー ジ。
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少したこと，③他の業種から転入してきた大企業のシェアが大幅に増えてきたことによ
るところが大きい。
このように，わずか4年間でも，個々の企業の開廃業，規模移動，転入転出などによ
り中小企業の存立分野は絶えず変動している。」5)
C 環境変化に対する企業経営者の意識
このように環境変化が著しい今日，企業経営にたずさわる者はこれをどのよ
うに受けとめているであろうか。
まず，中小企業経営者は当然のことながら，競争が極めて激しくなってきた
ことを訴えている。
これを業種別にみると，繊維，家具，雑貨等の軽工業部門で激しい。また，
規模別では， 100~199人層，及び200~299人層と，中小企業の中でも上位層で
競争が激化していることが伺われる。すなわち，主要な競争相手は，「自社と
同じ規模の企業」(40彩），「より規模の大きい中小企業」 (34彩），「大企業」 (13彩）
等である。そして，「大企業」を競争相手として意識している企業においては，
「競争状況が極めて激しい」 (66彩）とする割合が高くなっている6)。
そこで，『中小企業白書』は，
「今後予想される安定成長経済の下では，従来のような急速な売上げの拡大は望めず，
企業間の競争は一層激化することが予想されるが，中小企業においても，『品質」や「新
第2図主要製品の競争度合の変化（単位：％）
45年当時〖口萎蕎婆璽岱蕎婆萎蕎婆t 36.2 
現在
極めて激しい 激しい ゆるやか
資料：第1図に同じ， 116ページの第2-3-7図。
原資料は，中小企業庁「中小企業経営に関する調査」 51年11月。
5)同上， 116ペー ジ。
6)同上， 116-117ペー ジ。
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製品開発」などのそれぞれの個性を活かした競争力の強化が望まれる」7)
ということを強調してリコメンドしている。
次に，大企業の進出状況をみると，それは第 3図のとおりである。
すなわち，
「大企業の進出が最も激しいのは， 小売業の分野であるが， これはスーパー，百貨店
などの大型小売店による支店の設置が多いとみられている。また，製造業では，既存の
設備，技術等の利用可能な従来の業種（大分類）と同じ業種への進出が多いが，他の業
種への進出では，雑貨，衣服•その他の繊維製品，食料品など軽工業部門への進出が多
くなっている」8)
のである。
ところで，大企業の中小企業分野への進出ということは，もちろん，中小企
業側からみれば，いわば彼らの生存権に対する脅威であろう。しかし，大企業
側からみれば，いわば進出の「うま味」があるということである。そこで，大
第3図最近3年間における大企業の進出状況（単位：形）
製造業:厖包急l
卸売業E扇農且
小売業.璽噂
サー ビス業E塁塁璽／
新規参入事業の拡張
78.0 
75.6 
62.3 
69.0 I 、口、
進出なし
（注） 1. 本図は大企業が最近3年間に中小企業の多い業種へ進出（「新規参入」又は
「事業の拡張」）したとする企業の割合である。
2. 本図における産業は回答大企業の進出前の産業である。
資料：第1図に同じ， 118ページの第2-3-8図。
原資料は中小企業庁「分野問題に関する大企業意識調査」 51年10月。
7)同上， 117ペー ジ。
8)同上， 117-118ペー ジ。
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企業の進出の動機をみると，第4図のとおりである。
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ここに注目すべきことは， 大企業の進出動機が， 「事業の多角化により経営
の安定を図るため」 (36.5%)であるということはうなづけるとしても， 「消費
者などのニーズに応えやすい」 (28%)ということが重視されているということ
である。そして，
「進出してきた大企業は， 供給している製品等について既存の中小企業の製品等と比
較して，品質が『勝り』，価格面で『同等」とするものが多い」9)
第4図 大企業進出の動機?、??? ?
36.5 
30 28.0 
22.5 
20 
19.5 
17.6 
13.7 
10 8.1 
? 1.3 
9.8 
っ??????????????????? ????? ー ッ??? ?? ー??????? ???? ? ????? ー?? ?? ??? 、 ???、? ???
の
他
（注） 1. 複数回答のため合計は100を超える。
2. 中小企業の多い業種へ進出したとする大企業についてみたものである。
資料：第1図に同じ， 119ページの第2-3-10図。
原資料は中小企業庁「分野問題に関する大企業意識調査」 51年10月。
9)同上， 119ページ。
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第5図大企業進出による影響（単位：％）
1.5 
匠ー一土！
利益のみ利益と支障両方支障のみ
(%) 〔利益の内容〕
70「65・.4
60 r, 
50 
40 
30 
20 
10 
26.0 
゜① ② ③ ④ ⑤ 
①良い意味での刺激を受け、自企業の体質
強化を促した
②大企業による新需要の発掘や顧客吸引力
の強化は、間接的に良い影響を及ぼした
③大企業から指導・援助を受けるなど直接
的な恩恵を受けた
④業務提携や大企業主宰のチェーン制度に
参加することができた
Rその他、大企業から利益を受けるところ
があった
(%) 
70 
60 
50 
40 
30 
20 
10 
゜
已影響なしわからない
〔支障の内容〕
61.3 
43.0 
18.5 
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
①製品・サ—ピスの価格競争が激化した
②製品・サービスの非価格面での競争が
激化した
③原材料等の仕入れが困難になった
④製品・サービスの売上げが減少した
⑤転・廃業の止むなきに至った
⑥その他、大企業の進出により支障を生じた
（注） 1. 複数回答のため合計は100を超える。
2. 大企業の進出があったとする中小企業についてみたものである。
資料：第1図に同じ,120ページの第2-3-11図。
原資料は中小企業庁「分野問題に関する中小企業意識調査」 51年10月。
ということは，まさに，大企業体制の優位を示しているものといえよう。
では， 中小企業者達は大企業の進出をどのように受けとめているであろう
か。大企業の進出に対する「中小企業者の対応と評価」は以下のとおりである。
「大企業の進出があった場合，中小企業は同業者やその他の取引先などから進出に関
する情報を入手し， 半数近くの中小企業者は， 『大企業の進出以前から知っている」と
している。
このような大企業の進出に際し， 中小企業（製造業）の過半数は， 『生産方式，販売
方式等に改善・エ夫を加えた』，『取扱製品・サービスの高級化，専門化を図った」こと
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により対応策を講じているが， その反面，効果が期待できないので，「何も対策を講じ
なかった」とするものも多い（中小企業庁『分野問題に関する中小企業意識調査』 50年
11月）。」10)
また，大企業の進出の結果，中小企業がどのような影響を受けたかというこ
とについてみると，それは第 5図のとおりである。
これによれば，大企業の進出の結果，不利になった中小企業は過半数もあ
り，その内容としては， 「製品・サービスの価格競争が激化した」 ことが最大
の影響であるということも伺える。
一方，利益を受けた中小企業は全く少ない。また，利益の内容については，
「良い意味での刺激を受け，自企業の体質強化を促した」ものが最も多くなって
いる。このことは，大企業から具体的な利益・恩恵を受けたというよりも，む
しろ，中小企業者自身の積極的な対応・努力策によって，いわば，大企業の進
出・侵入というハンディをラッキーなものにしようとしているともいえよう。
次に，大企業とか中小企業という，生産者または供給者の側の問題だけでな
く，消費者または需要者の側から，この問題についてみておこう。とくに，消
費者と供給者が直接に関連しあっている商業・サービス部門の中でも，大型小
売店（大企業）の進出の場合についてみておこう（第6図）。
すなわち，大型小売店の進出について，これを良かったとする消費者は60彩
以上もいるのである。そして，
「良かった点については， 『商品の種類・数量が豊富になった』 (38彩），『より良く，
安い商品を購入できるようになった』 (26彩）ことを挙げる消費者が多い」11)
ということである。このことはとりもなおさず，消費者側は，より良い商品を
豊富に，より安く購入することを望んでいるということであり，大企業が消費
者の望んでいることを充足させてくれているということをも意味しているので
ある。中小企業者としては，環境変化，大企業の進出に対して，一早く的確な
10)同上， 119ページ。
11)同上， 121ページ。
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第6図大型小売店進出に関する消費者の評価（単位：彩）
非常に悪かった 1.6
（注）本図は日頃買い物をしている地域に「大型小売店の進出があった」とする消費者
の評価である。
資料：第1図に同じ， 121ページの第2-3-12図。
原資料は中小企業庁委託調査「消費者購買動向調査」 51年11月。
情報を得ること，そして，何をもって大企業に対抗しうるのか，何をもって消
費者のニーヅを満足させうるのか，ということへの絶えざる経営努力が必要で
あろう。
2 中小企業の環境是正とその施策
以上においてみてきたように，中小企業を取り巻く環境変化は誠に厳しい。
とくに，大企業の中小企業分野に対する進出に伴って，中小企業の受ける影響
は，不況期にいたって一層深刻である。ある意味において， それは，大企業
の中小企業分野への侵略， あるいは，弱肉強食現象の激化ともいえるであろ
う。
では，いわば弱者としての中小企業に対して，その環境を是正し，中小企業
をどのように保護していかねばならないであろうか。また，その必要があるの
か。もちろん，中小企業の日本経済・国民経済に果している役割を大と認めて
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いるならば，これに対する公共政策もまた，当然，必要とされねばならないの
である。
以下において，これに関する公共施策等を若干みていこう。
1) 日本における独占禁止法の系譜
まず，一般的にみて，「公正取引」を目的として，大企業あるいは独占的巨
大企業の「横暴」をチェックするために， 「独占禁止法」なるものが有効的で
あることは周知の事実である。もとより，独占あるいは独占的行為といったも
のは，単に，大企業のみにおける問題ではない。それは，企業の規模にかかわ
る問題ではないからである。独占的行為による弊害の規制は，中小企業の場合
にも及ぶということは，今更ここに改めて述べるまでもないであろう。
しかしながら，現実には，独占問題は，大企業の側において集中的にあらわ
れているということも，今更強調するまでもないであろう。すなわち， それ
は，経済的支配・パワーの問題であり，中小企業は，被支配・従属を強いられ
ているともいえよう。
また，独占は，単に，産業組織内部における弱肉強食の問題だけではなく，
消費者及び労働者をも収奪するという意味において，まさに，それは社会的問
題でさえある。ここに，独占の弊害を除去するために存在する「独占禁止法」
の意義があるのである。
それでは，日本における独占禁止法はどのような系譜をたどってきたのであ
ろうか。
わが国における独占禁止法の源は， 1931年の金輸出禁止の解除に対する応急
措置として制定された「重要産業の統制に関する法律」に求めることができる
であろう。それは，「わが国産業界の安定と国民経済の健全なる発達およびカ
ルテル組織の保護強化を計ることを趣旨とするものであった」12)のである。
そもそも資本主義的後発国である日本は，経済力の強化という意図からむし
12)松原藤由著『全訂版工業経済学の基本問題」法律文化社， 1974年4月， 199ページ。
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ろ企業結合を通じて，集中・集積を促進せしめてきたのである。それが，第
2次世界大戦後，日本の敗戦の結果，アメリカの対日管理政策による経済民主
化として，いわゆる財閥解体等，独占禁止が実施された。本格的な独占禁止法
が日本に登場するのは， 1947年4月， 「私的独占の禁止および公正取引の確保
に関する法律」の制定以降である。 これは， アメリカの一連の Anti-Trust
Actsを母体にして，企業・資本の集中・集積を排除し， 自由競争の促進をう
たいあげたものである。
しかしながら，アメリカ経済，ことにそのスケールと比較して格段の差異が
ある日本においては，経済発展，産業構造の大型化，高度化→規模的拡大化に
対して，独禁法はプレーキとなったことをもまた否めない。
かくて， 日本経済の自立化 (1952年）以降， その改正， 実質的には緩和政策
がとられるようになってきたのである。
ところで，独禁法が，自由競争を奨励し，私的独占を制限，禁止し，また，
不公正な取引方法を禁止することを目的とするならば，当然，いわゆる弱者と
しての中小企業は，その恩恵を受けることになる筈である。それが，現実には
そうでないのである。それどころか，既にわれわれがみてきたように，大企業
の進出に伴う競争は激化するばかりである。ここに改めて，経済的，そして社
会的不公正を是正し，中小企業を保護育成せねばならない問題が生じ，その対
策が必要とされるのである。
そこで，次に，最近における中小企業を取り巻く環境の是正，あるいは調整
について，ことに， 中小企業の事業分野をめぐっての， いわゆる 「分野調整
法」とその問題点等についてみていこう。
2)中小企業の事業分野調整に関する法規制とその問題点
そもそも，中小企業施策体系の中で，中小企業の環境整備として，どのよう
なものがあるかということをみていくと，それは，第4表の 2に挙げられてい
るとおりである。
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第4表中小企業施策体系
11論：巳こh業←ー一ij言！『＇塁言塁業および
情報提供
業鰤1J近代化-—ピ業種別近代化．構造改善中小機械工業等の近代化業構造改善
商業の近代化
中小企業設備近代化資金の充実
設備の近代化 ［中小企業設備貸与制度の拡充
-{ 
！ 機械類信用保証制度の強化
！ 合指導所の設置推進
； 経営の診断および指導の強化
経営管理の合理化および技術 ： 
の向上  技術指導および試験研究の推進
労働に関する施策
： 経営管理者および技術者の研修に、
； よる人材養成
： 目報提供
！一忠使関係の適正化
従業員の福祉の向上
労働力の確保
中小企業集団の行なう労務改善
事業に対する助成
中小企業労働関係指導事業の充実
21環境整備h i 
: ‘度の競争の防止取引条件の不利の補正―ー~引条件の不利の補正
； 下請取引の適正化
一下請企業の振興 ； 下請企業振興協会の強化等
事業活動の機会の適正な確保 ，［ 
i 事業活動の機会の適正な確保
： 輸入品との関係調竪
官公需受注機会の増大 ； 
輸出取引秩序の確立
コー海外市場の開拓等
経営改善普及事業の推進 ，［ 
： 指導体制の強化
； 指導事業の充実
金融．税制上の措置 ．［ 
； 金融上の措置
： 税制上の措置
小規模企業共済制度の拡充強化 ； 
設備近代化の推進・・一．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．：
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?
ー中小企業投資育成株式会社
51中小企業の組織
?
金 融
税 制
三:::~:::~;悶
信用補完制度の充実
民間金融機関の指導
［中小企業の協業化の推進
小規模事業者の体質強化
中小企業の近代化，構造改善
中小企業各種団体の整備
中小企業団体中央会事業の推進
調査
施策普及
??????? ???? ? ?
ぃ
― ― ―
? ?
71特別対策
特恵対策
国際経済調整
公害防止対策
l産防止対策
災害復旧対策
中小鉱業対策
産炭地域中小企業対策
中小運輸業対策
中小建設業対策
同和対策
sl行政組織の整備I
資料：企業経営通信学院編著『わが国経済と中小企業」， 133-134ペー ジ。
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A 「分野調整法」と「商調法」
367 
さて，中小企業施策の中でも，大企業との関連で制定されている法規として
は， 1956年制定の「百貨店」及び「下請代金支払遅延防止法」等があるが，ぃ
わばこれらの法規は，中小企業側からみれば受動的であるといえよう。これら
の法規に比較して，今回制定された「事業分野調整法」 (1977年5月）は， その
名が示すとおり，「中小企業の事業活動の調整に関する法律」であり，能動的
で，一応，強力なものであるといえよう。ここに，能動的という表現を用いた
のは，この法律制定に対して，中小企業者側のこれまでにない能動的な要求が
あったからである。中小企業の事業分野をめぐる議論は三年にも及んでなさ
れてきている。すなわち，全国中小企業団体中央会が 1975年2月に，「独占禁
止法の改正に関する意見」を表明し，各関係筋に要望している。その中で，
「中小企業に関する配慮が加えられていない。われわれの遺憾とするところで
ある」13)と述べられている。そして，まず， 「第一に， 中小企業と大企業等と
の事業分野の調整をはかること。大企業等の中小企業分野への進出は目に余る
ものがある。……このような資本の横暴に規制を加える措置がとられないなら
ば独占禁止法は，その存在意義さえも疑われることになる」14)と強く訴えたも
のである。
このような要求は，直接， 大企業の進出にあって苦悩している業界等（軽印
刷・青写真，豆腐，クリーニング等13団体）による， 「中小企業事業分野確保法促
進協議会（促進協）」の発足 (1975年8月）ともなり，「分野法」制定運動にまで
発展したのである15)。また， 政府＝自民党を保守・資本主義政党として，こ
れに反対の立場にある革新的野党側からのバック・アップ等もあり，それは，
政治的要求乃至行政問題にまで止揚されたのである。このようにして，中小企
13), 14)全国中小企業団体中央会「独占禁止法の改正に関する意見」，中小企業情報化促
進協会『中小企業と組合」第30巻第3号， 1975年3月， 18ペー ジ。
15)加藤誠一「中小企業と事業分野問題」同上誌，第32巻第2号， 1977年2月， 4~5ペ
ジー参照。
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業政策審議会分野調整小委員会の意見具申「中小企業と大企業の事業分野の調
整の在り方について」 (1976年12月）が発表されたりして， 1977年 5月の発布
にいたったのである。
「分野調整法」を簡単にみておくと，第 5表のとおりである。
第5表 「分野調整法」の概要
目 的＿中小企業の倒産を防止するため，中小企
業の多い事業分野への大企業進出を抑制
分 1 適用対象—小売業を除いた全業種
??
整
?????
?????↓??????
???
?
規制「r::~;::
命令一ー 違ー反大企業に
対する加罰
事前調直 大企業進出計画
段階で中小企業
の被害調査
大企業進出の既成事実化防止
のための調整中は，進出の一
時停止を勧告
次に， 「分野調整法」の「小売商業版」 ともいうべき「商調法」 （「小売商業
調整特別措置法」）の改正についても触れておこう。
「『商調法」にはもともと小売業同志の紛争を処理する規定がうたわれている。同法
の改正が浮かび上がったのは，小売商業が『分野調整法」の適用除外となったためで，
①進出大企業への命令，罰則規定，®事前調査制，③進出の一時停止勧告一~ 『分
野調整法」の規定がそのまま盛り込まれている。」16)
B) 「分野調整法」とその問題点
「分野調整法」は，いわば中小企業者自身の能動的・積極的な要請，背景の
下に制定されたものであり，ある意味において，それは，強力な中小企業保護
政策のあらわれともいえるであろう。
16)「日本経済新聞」 1977年5月28日号。
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しかしながら，同法の制定によって，真の意味で中小企業が保護されるであ
ろうか。換言すれば，より本質的問題として，同法そのものの制定が，基本的
にあるべき姿としての中小企業にとって望ましいか，どうかという懸念・ 問題
がないでもない。
既にみてきたように，同法制定についての 3年間にもわたる審議の過程の中
で，中小企業の事業分野，あるいは中小企業を取り巻く環境是正の問題等につ
いては，大局の立場から検討されてきている。しかし，これらの問題が完全に
検討され尽くし，全く満足な形で，同法が制定されたわけではない。ここに，
同法をめぐる問題点があるのである。
「分野調整法」に対する問題点の指摘， あるいは批判的態度は， 中小企業
政策審議会分野調整小委員会が，「中小企業と大企業の事業分野の調整の在り
方について」 (1976年12月）意見具申をした段階において，既にあらわれてい
た。しかも経済学者・エコノミスト，とくに，中小企業問題に関するいわば専
門の研究家の側からあらわれているということは，注目せねばならない。
同法に対する問題指摘，あるいは批判等についての詳述，検討は，本稿の直
接の目的でないので，以下， これら先学の見解•主張等17) をも参照しつつ，
要約的に問題点等を指摘しておこう。
それに先立ち， まず， 「分野調整法」についての，大企業側，中小企業側，
そして消費者側と，いわば関係当事者の意識からみておこう。すなわち，それ
は第7図のとおりである。
この図によっても，いかに中小企業側の同法制定に対する要望が強いかとい
うことが伺われる。すなわち，彼らの過半数が， 「中小企業にふさわしい事業
分野を確保し，大企業の進出を規制する法律を制定すべきである」と強い態度
17)加藤誠ー前掲論文， 清成忠男「『分野調整法」は何をもたらすか＿新たな構造政策
のテコに一」， 毎日新聞社「エコノミスト」第55巻第24号， 1977年6月10日，佐藤芳
雄「独禁法・分野調整法と中小企業政策」， 日本評論社『経済評論」第26巻第6号，
1977年6月，等参照。
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第1図 分野調整法についての考え方（単位：％）
妙
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口大企業が中小企業の多い事業分野に進出することは、消費者利益の増進等の観点からも自
由であるべきであり、したがって、事業分野調整のための新たな立法措置は必要ないと思
、;;業が中小企業の多い事業分野に進出することは、基本的には自由でよいが、進出に伴
う過大な経済的・社会的摩擦を避ける観点から進出に伴う紛争を円滑に処理する法律があ
ってよいと思う。
、我が国経済における中小企業の経済的・社会的重要性にかんがみ、中小企業にふさわしい
事業分野は法令で指定し、固定的に中小企業のために確保すぺきであり、このような事業
分野への大企業の進出を規制（禁止又は抑制）する法律を制定すぺきだと思う。
塵わからない 1 
資料：第1図に同じ， 124ページの第2-3-13図。
原資料は中小企業庁「分野問題に関する大企業意識調査」51年10月，
中小企業庁「分野問題に関する中小企業意織調査」51年10月，
中小企業庁「分野問題に関する消費者意識調査」 51年10月。
を示している。これに対して，大企業及び消費者の側では，同法を「過大な経
済的・社会的摩擦を避ける観点から進出に伴う紛争を円滑に処理する法律」と
みなしている者が多い。
では，次に，同法についての問題点を若干指摘しておこう。
1 まず，事業分野そのものについて。『中小企業白書』においても指摘されて
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いるように，「中小企業のウエイトが高い業種が絶えず変化を続けていることなどから，
事業分野を的確に選別するための公正かつ客観的な基準が見いだし難い」18)のである。
2 同様に， 「業種，業態ごとの要因によって，その発生の有無が左右されるという紛
争の性格上，その発生のおそれを事前には把握することが非常に難しいことなど業種指定
に際しての難点」19)がある。
3 既に指摘したように，同法制定要求・促進運動という中小企業者のこれ
までにない運動の盛り上りは了とするとしても，結果的に，同法は拙速的な政
治上の戦略的産物であり，今後，政争の場に中小企業を巻き込むおそれがない
でもない。
4 従って，中小企業者のこのような運動自体が， 「経済」から遊離したと
ころのある意味でのプレッシャームープメント-とくに政治色を帯びた―
を許す前提にならないとも限らない。
5 「事業分野調整法」を強力な中小企業保護政策乃至中小企業にとっての
オールマイティとして， これを過大評価し， この法律の存在に甘んじ，「中小
企業のために確保された分野」で，中小企業の独占的行為が行われる懸念がな
いでもない。
反独占・反大企業への保護ということが，結果的に，適正で有効な自由競争
を阻害する要因になるおそれがないでもない。
そして，このこと以上に， 6 中小企業者自身が排他的になり，自らの活動
において企業努力が怠慢になるおそれがないでもない。
一方，公正かつ自由競争市場経済を前提とする限り，大企業抑制を目的とす
る独禁法の強化と中小企業保護を目的とする「分野調整法」の制定は矛盾であ
るとの認識もあるであろう 20)。
18)前掲「中小企業白書』 123ペー ジ。
19)同上， 123ペー ジ。
20)新野幸次郎教授も， 「最近，わが国では， 独禁法強化の方向と中小企業強化の育成の
方向との間に根本的に矛盾がみられるという認識がある」 (102ページ）ことを指摘さ
372 闊西大學「経清論集」第28巻第 1·2•3·4 号
しかしながら，それは，大企業と中小企業が全く対等の条件において存在し
ている場合についてのみいえるのである。この意味においては，ハンディを負
わされている中小企業の立場，あるいは，その環境を是正することはやはり必
要であるといわねばなるまい。要は，より抜本的で粗漏．拙速のない，・長期的
観点に立ったところの是正策が行われねばならないということである。そのた
めには，今後一層，関係当事者の絶えざる努力こそが要請されてしかるべきで
ある。
むすびにかえて
以上，本小稿において，われわれは，中小企業をめぐる躁境がいかにシビア
ーであるかということ，そして，それは今後一層激しくなっていくであろうと
いうことを理解した。また，このようなシビアーな最中にあって，あらゆる点
において不利な立場に立たされている中小企業に対する保護・育成政策がとら
れねばならないであろうということも理解した。そして，いわば中小企業の環
境是正政策の一つとして，最近制定された「事業分野調整法」についてもみて
きた。中小企業を「守る」という立場で，これまで「保守的である」とさえみ
なされてきた中小企業者自身の自覚や強力な要求運動が盛り上がった。この意
味において，同法の制定意義を評価した。しかしながら，この法律のもっ，ぃ
れる。新野教授は，「G.E. ミード教授が近著『理性的急進主義者の経済政策』 (G.
E. Mead, The Intelligent Radical's Guide to Economic Policy; The Mixed 
Economy, 1975. 渡部経彦訳『理性的急進主義者の経済政策一混合経済への提言ー」
岩波書店， 昭和52年）の中で， 競争市場経済秩序の確立を目指して， 一方において
は，かなり徹底した大企業抑制論を展開するとともに，他方においては，小企業の積
極的促進を主張している」 (90ページ）ことに注目して検討され，「小企業の存続を保
障し，その育成強化の措置をとることは競争促進の原理と十分に両立しうる」 (102ペ
ージ）という教授自身の見解を，理論的，実証的に展開されつつある。――—新野幸次
郎「ミード教授と小企業論」， 神戸大学経済経営学会「国民経済雑誌』第136巻第5
号， 1977年11月。なお，本論文については，大阪経済大学中小企業経営研究所「中小
企業季報』 1978,No. 1 (1978年4月， 26ページ）に解説した。
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わば「不十分性」及び「危険性」さえをもまた，われわれは指摘した。
もとより同法は今漸くスタートしたばかりである。今後，この法律の存在意
義と運用を良き方向に導いていくことこそ，関係者すべてに課せられた最大の
責務なのである。
では，究極的に中小企業の存続• 発展はいかなる点に求められるであろうか。
それは，中小企業者自身の絶えざる経営努力と，国家為政者の手になる抜本的
な中小企業政策がうまくかみ合った点に見出されることは今更いうまでもない
であろう。
ここに， 「経営面からみる環境変化への適応」の方向等を示すと，それは，
第6表のとおりである。また， 「中小企業の存続• 発展の基本条件」を要約的
に示しておくと，それは，第7表のとおりである。
なお，中小企業経営努力として，最も基本的で重要なことは，研究・開発と
いうことに集約しうるが，とくに，環境変化にあってもこれに適切に対応しう
るところの人材を開発せねばならないということである。そして，そのための
重要な政策として，一連の環境是正政策を含むところの中小企業保護育成・援
助政策と同時に，人材開発のための教育・訓練政策がとられねばならないとい
うことを強調しておこう 21)。
(1978年4月10日脱稿）
21)たとえば， ドゥプニン教授も「国家の中小企業援助政策が，資金面と経営者教育の機
会提供の両側面について十二分でなければならない」ということを米国とカナダとの
実態研究から強調されている。 (Barton-Dobenin,Joseph <米国； Prof., Director, 
Small Business Institute, College of Business Administration, Kansas State 
University>, A Comparative study of the extent and effectiveness of Public 
help a small business entrepreneur can obta切切 K叩 sas,U. S. A. or Alberta, 
Canada)一拙稿「最近の欧米及びその他の国における中小企業問題とその研究動向の
素描ー『1976年度スイス国際中小企業学会」での諸発表を通じて一」，大阪経済大学中
小企業経営研究所『中小企業季報」 1977,No. 4, 1978年1月， 9ページ。
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第6表経営面からみる
:口~ |—~ 経 営 部経営基本 I財 務
技術革新の 新原料出現 新製品の開発 生産コスト検討
進展 原材料の変革 製品（品種）転換 設備投資
生産方式の変化 完全転換
経 労働需給の 労働力不足 労働供給源の転換 省力化設備投資中
変化 賃金上昇 雇用制度の向上 賃金コスト吸収
小 労働資質の変化 生産性向上
済 学歴労働者の増加
企
需要構造の 消費水準の向上 経営の多角化 収益率向上
業 変化 消費パターンの変化 高級化 ， 在庫管理
環 商品ライフサイクルの 高品質化 流通費用経
変遷
営 流通機構の変化
境 開放経済化 資本，貿易の自由化 市場転換 海外投資環
の進展 特恵供与 製品転換 資本導入
境 外国企業製品の進出 海外進出
海外市場の変化
の
公害問題 公害対策投資 防止対策 公害設備投資維
変 社 公害防止コスト立地・ 地城社会対策 持コスト
化 ム= 用役
都市化の進 商業地域の発展 市場転換 設備資金確保
環 展 農村の過疎化 移転・立地対策
境 都市構造の変化
工業立地の変化
三I-中小企業の経営近代化 l 生産性向上•財務の健全化・設備近代
中小企業の環境変化とその是正（田中）
環境変化への適応
375 
門 別 改 善 事 項
生 産 I 技 術 I 販 売 I 労 務
設備更新 新技術の導入 販売チャンネル開 労働資質の向上
工程の改善 技術開発 拓 技術，技能力の向
技術水準向上 販売政策 上
省力化設備
省力化｝技開術発の 販売員の確保
高年令層パートの
要員確保 自動化 ’ 訓練
採用，労働環境の
作業環境の改善 改善，新しい労使
関係
製品転換 新製品開発 市場調査 販売員の訓練
多様化 販売ルートの検討 商品知識
販売促進
市場安定化
品質向上 技術導入 市場調査 海外労働力の活用
品種転換 技術提携 市場転換
高級化 新市場開拓
生産設備改善 防止設備の開発 企業イメージの改 公害管理養成
製品の検討 善
設備計画・検討 市場戦略 新規労働力の確保
???????→ー????????
化・技術水準向上・経営管理の合理化l
資料：中小企業庁計画課『国際化と中小企業』，昭和47年6月， 46-47ページの表。
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